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「社会保険業務外部委託・労務相談等業務」に係る参加要項 

（第１条） 

「社会保険業務外部委託・労務相談等業務」に参加を希望する者は、下記３に

掲げる提出書類及び部数を下記５に掲げる方法で提出し参加を申し込むこと。

提出期限までに到達しない申込書は無効とするので、郵送により提出する場合 

は所要時間を十分考慮し、余裕をもって送付すること。  

（第２条） 

提出書類の記載に当たっては、下記４に留意して行うこと。 

（第３条） 

提出書類は、その事由の如何にかかわらず、変更又は取り消しを行うことは出

来ない。  

（第４条） 

本公告記載のもの以外で、次に掲げるものに該当する参加申し込みは、無効と

する。  

（１）本要項の規定に違反する参加申込み  

（２）その他契約担当者等が提出書類不完全と認めたもの  

（第５条） 

１本業務の落札者は、総合評価落札方式により評価点（価格点と技術点の合算）

の最も点数の高かった者とする。 

２技術点の算出は、提出書類に基づき PMDA で設置する選定委員会の委員が行

うものとする。 

３落札業者の選定後、結果については、遅滞なく参加者に対して通知する。 

（第６条） 

本要項に定めのない事項は全て会計規程に定めるところによって処理する。 

記 

１. 件名

社会保険業務外部委託・労務相談等業務

２. 契約期間

契約締結日から令和８年３月３１日まで

３. 提出書類

①業務実施計画書

仕様書（作成方針等は、仕様書８．（１）「業務実施計画書」の提出を参照。） 

に基づき作成し、紙媒体 12部（法人名入り:正副２部、法人名無し:10 部） 

及び電子媒体（CD-R 等）１部（法人名入りと法人名無しの両者 が区別でき
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るように格納しておくこと）にて提出すること。業務実施計画書には、事業 

者名、ロゴマーク及びコーポレートカラー等の事業者が特定できる情報を一 

切記載せず、提出者が特定できないよう最大限の配慮を行うこと。 

②入札書

提出方法等の詳細は入札説明書のとおり

４. 留意事項

提出された書類に対する経費の支出は一切行わない。また、提出書類は返

却しない。提出書類は営業上の機密事項が含まれていることに配慮し、非公

開とする。

５. 提出場所・期限

（１）提出場所・連絡先 

①業務実施計画書

〒100-0013  

東京都千代田区霞が関３－３－２ 新霞が関ビル 19階 

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 総務部職員課  

電話：０３－３５０６－９５０２  

②入札書

〒100-0013  

東京都千代田区霞が関３－３－２ 新霞が関ビル 19階  

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 財務管理部 契約課 契約第一係 

電話：０３－３５０６－９４２８ 

（２）提出期日 

①業務実施計画書

令和６年３月４日（月）17 時（必着）

②入札書

令和６年３月７日（木）17 時（必着）

（３）提出方法 

直接提出もしくは郵送 

※郵送の場合、提出期限までに到達しなかった申込書は無効とする。土曜 

日、日曜日及び休日の受付は行わない 

６. 評価基準及び評価点の算出方法等

評価基準書のとおり

７．技術点の評価方法 

 参加者からの「業務実施計画書」に対して、PMDA評価基準書に

　基づき、選定委員会委員が採点を行う。
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８． 選定手順  

（１）価格点の算出 

価格点の算出のため。価格入札を実施する。 

入札価格が予定価格を上回った者はその時点 で失格となり、その後の企 

画案プレゼンテーションに進めないものとする。ただし、入札をした全 

ての者の入札価格が予定価格を上回った場合は、その場で再度入札を実 

施する場合がある。  

（２）技術点の算出 

① 価格入札で入札価格が予定価格の範囲内であった参加者は、PMDA 選定

委員会委員に対して、「業務実施計画書」に基づくプレゼンテーション

（１者あたり 20 分程度）を実施する。 

② 参加者は、PMDA選定委員会委員から質疑を受ける。

③ PMDA選定委員会委員は、評価基準書に基づき、参加者の技術点を算出

する。 

（３）評価点の整理 

PMDA選定委員会は、価格点と技術点を集計し、最高点を得た参加者を特 

定し、落札者を決定する。 

結果については、速やかに参加者全員に通知する。  

（４）低価格調査の実施 

最高点を得た者が、著しく低い価格にて入札した場合には、PMDAが調査 

を実施する。調査の結果、契約履行ができないと認められる場合には、 

その者との契約を結ばず、次点の者と契約を結ぶこととする。また、次 

点の者についても同様とする。 

９．スケジュール 

（１）入札公告：令和６年２月７日（水） 

（２）業務実施計画書提出：令和６年３月４日（月） 

（３）入札書提出：令和６年３月７日（木） 

（４）開札及びプレゼンテーション実施：令和６年３月８日（金） 

以上 



配点

1 価格 400

（技術点の評価）

配点

120

● 20

100

120

20

20

20

20

20

20

550

● 100

70

100

100

60

70

50

⑤社会保険労務士個人情報保護認証事務所であること又は一般財団法人日本情報経済社会推進協会 (JIPDEC)
により付与されるプライバシーマークを取得しているか。

⑥本仕様書に基づく適切な業務遂行方針を示した「業務実施計画書」をPMDAに提出できているか。

3.業務実施体制・専門性の担保・適正な業務要員の確保

④データの送受信に関し、双方向の連絡共有ツールを有しており、情報セキュリティ対策がなされているか。

①社会保険労務士法に定められた社会保険労務士法人として、登録又は届出を行っているか。

②PMDAのすべての営業日（PMDAの休日は土曜日、日曜日、祝祭日と12月29日から1月3日）に、受託業務内容が
実施できる体制となっているか。

③社会保険労務士賠償責任保険に加入しているか。
■ ●

「社会保険業務外部委託・労務相談等業務」評価基準書

（別紙）

・1,600点満点（価格点400点満点、技術点1200点満点（1：3））とする。

（価格点の評価）

必須となっている評価基準については、担当部局で判断することとして、選定するかどうかを決定する。（0点の場合、不選定とする。）
評価項目のうち、評価基準の■印の項目の配点を合計して半分未満の点数となる場合には、選定しないものとする。
評価項目のうち、●印については全て必須の要件とし、１つでも満たしていない項目（配点が満点以外）がある場合には、総得点に関係なく選
定しないものとする。

1.本業務への理解度

評価基準

■

①社会保険労務士として専門性を要する実務（「社会保険料に関する各種計算」、「社会保険事務に関する各種判
断」、「PMDAからの相談に対応し、適切な対応方針や所要の手続きの提示」など）について、社会保険労務士が直
接実務を実施する体制となっているか。
※実務を社会保険労務士ではない要員が担当し、社会保険労務士が決裁のみ行う体制は不可。

④業務品質（社労士としての専門性、正確性、業務効率性）が確保された具体的な業務手順が確立されているか。
また、リスクヘッジ方法（誤計算・誤判断、スケジュール管理（納期遅延予防）、PMDAからの提供情報の改ざんや個
人情報の漏洩など）が確立されているか。

①社会保険制度の仕組みを理解しているか。

②本調達の背景・目的や全体像を理解した上で、仕様書に基づいた業務遂行方針となっているか。

2.前提要件

評価基準

価格点＝400（価格点の満点）×[1－（入札価格／予定価格）]

評価項目

③社会保険労務士会に登録している社会保険労務士が業務を主導・統括する体制が構築されているか。

②社会保険労務士会に登録している社会保険労務士がPMDAと直接折衝を行う体制が構築されているか。

■

⑤社会保険労務士以外の者が業務に携わる場合でも社会保険制度に精通しているか。

⑥業務開始までに、業務要員に対して、本業務の実施に必要な教育や研修（※主に以下の要点に係る）が実施さ
れ、その内容は適正か。
※PMDAの人事給与業務に係る諸規程の把握
※PMDAの事業概要（社会的役割）や本業務に係るPMDA側の目的の理解
※社会保険業務の重要性（職員の財産や個人情報を扱うなど）への理解とそれを踏まえた心構え
※専門性や精通性を有していない者への説明力や対話力の養成

⑦政府関係法人における本業務について経験がある場合には、経験を生かした業務手順や体制を確立しているか。

1



配点評価基準

330

100

100

60

70

80

40

20

20

1,200合計

5.ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標

①女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業）

②次世代法に基づく認定（くるみん認定企業・トライくるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業）

③若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定企業）

①受託者が使用する業務システムについて、政府の「情報セキュリティポリシー」に基づいた運用保守体制を構築し
障害等の発生が予防できるよう最善の対策を講じているか。また、やむを得ず障害が発生した場合には、経緯や原
因等（個人情報の漏洩の有無など）を速やかに整理するとともにPMDA側への報告と、その後の復旧処理や所要の
法的手続きにについて主体となって実施する体制を構築しているか。

4.情報セキュリティ・個人情報保護の精度

■

②受託者が使用する業務システムの運用方法、業務要員への教育も含めた業務手順や業務実施体制により精度
の高い個人情報保護体制を有しているか。

③履行場所のセキュリティ精度や情報管理環境について、個人情報保護の観点からも業務環境が適切か。

④個人情報の目的外使用、不正アクセス、紛失、破壊、改ざん及び漏洩などの予防や是正に関して、組織的・人的・
物理的・技術的等の適正かつ合理的な水準での個人情報に係る安全管理体制・安全対策措置が確立されている
か。
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